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殖体であり，その一般的定式は G──G （または G’）
になるという理解に基づいて，資本形式論の最初に
「貸金業資本 G‥‥G’」（４４頁）を配置している。お
そらくこの理解の布石をなすものと考えられるが，
小島［１９７８］は，資本循環論の意義は「個別資本の
目的とそれを可能にする手段」を明らかにすること
にあり，これを明らかにしうるのは貨幣資本の循環
G‥‥G’であると規定した上で，G‥‥G’自体は流通
論次元の三つの資本形式の全てに該当する循環形式
であるから，資本循環論を宇野のように生産論次元
で説かなければならない特段の理由はないと述べて
いる（１３９頁）。小島［１９８９］２７―３０頁，小倉［１９７９］
５９頁も参照せよ。
１９）『剰余価値学説史』にも，資本家が「支出し，前貸
しし，投下したよりも多くの貨幣」が資本家の下に
還流することをもって資本の運動を説明している箇
所がある（Mw.，，S.３０４，〔３〕５４頁）。資本前貸・資本
投下は，貨幣前貸・貨幣投下に置き換えられ，結局
は貨幣支出と同一視されているわけである。
しかしその一方で，マルクスは『資本論』第２巻
第３篇第１９章における A．スミスの資本理論の批判
的検討をつうじて，資本家が労働力を買う貨幣は「価
値増殖のために投じた貨幣，つまり貨幣資本」なの
であり，それは「支出されたのではなく，前貸しさ
れている」，そしてこの点にこそ「『前貸』──重農
学派の avance──の真の意味」があると明言してい
る（K .，，S.３７８―３７９，〔５〕２０３頁）。
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この限りでいえばマルクスは，少なくとも『資本
論』の段階では，貨幣支出と資本前貸との違いを十
分踏まえていたように考えられなくもないが，果た
してそう考えてよいか，どうか。
マルクスは前引の箇所でも，貨幣資本の投下と貨
幣の投下とを同一視している。貨幣前貸・貨幣投下
と貨幣支出との違いを明確にしようとした結果，か
えって貨幣前貸・貨幣投下と資本前貸・資本投下と
の違いが曖昧になっているともいえよう。しかも，
マルクスが「価値増殖のために投じた貨幣，つまり
貨幣資本」という場合の「価値増殖」は，生産過程
のことを指している。「資本家が生産過程の目的のた
めに支払う価値はすべて資本家にとっては前貸しさ
れている」，「価値は生産過程そのものに前貸しされ
ている」というわけであるが（K .，，S.３７９，〔５〕２０３
頁），この議論を前提にすると，貨幣支出とは異なる
固有の意味での資本前貸は，生産過程を欠いた G─
W─G’では行われようがないという話になる。それ
では G─W─G’では何が行われるのかといえば，結
局のところ，資本家が「支出し，前貸しし，投下し
たよりも多くの貨幣」の還流が行われるという『学
説史』の段階の説明に舞い戻らざるをえなくなるの
ではないか。
２０）私見では，貨幣蓄蔵の否定をつうじて資本の発生
を説くという「貨幣の資本への転化」論の展開には，
さらに次のような二つの問題点がある。すなわち第
一に，資本の運動では全ての貨幣が流通に投じられ
ているかのような見方が生まれ，G─W─G’における
貨幣準備（予備資本）の役割が論じにくくなる。そ
のことは，貨幣蓄蔵の理解にも好ましからざる反作
用を及ぼす。すなわち第二に，上記の見方を裏返す
ことで，貨幣蓄蔵では全ての貨幣が流通から引き揚
げられているかのような見方が生まれる。その結果，
蓄蔵貨幣とは埋蔵金に近いものであるというイメー
ジが固定され，遊休貨幣資本（銀行資本の支払準備
金など）を蓄蔵貨幣の一種として論じにくくなるの
である。
なお，マルクスの貨幣蓄蔵規定の問題点について
は，山口［１９８４a］２４８―２４９頁も参照せよ。
２１）この範囲の資財の使途は，資本としてのそれに限
定されることになる。これらの資財は，もはや所有
者自身といえども完全に（資本家としての本分を超
えて）自由には処分できないものになる。その意味
では，「他人のための使用価値」という商品の性質に
通じる一面をもつのである。
通常「商品化」とは，自らが所有する使用価値物
のなかから，自家消費されない余剰部分（「他人のた
めの使用価値」）を分離することを指している。「商
品化」されたからといって即座に売れるということ
にはならないし，即座に売れないからといって「商
品化」されていないということにもならない。こう
した「商品化」の定義を準用すれば，資本投下のこ
とを「資本化」といいかえることもできよう。資本
投下が商品購買 G─Wそれ自体とは異なるように，
上記の意味での「商品化」も，やはり商品販売W─
Gそれ自体とは異なるのである。
２２）自動増殖論の問題点については，拙稿［２００９・１０］
（２）１９―２１頁，拙稿［２０１０］２６―２７頁，拙稿［２０１３・１４］
（２）４０―４１頁を参照せよ。
２３）自発増殖論には，当の自発増殖論を支えている論
拠に照らしても納得できない点が残る。貨幣はいつ
でも何でも買える，したがって G─Wは他の買い手
に依存しない自発的な運動であるというのがその論
拠であるが，商人資本的形式での価値増殖は G─W
だけで成就するわけではない。G─Wにおいて自発
性を発揮することは，販売待ちの商品在庫Wを抱え
込むことを意味し，続くW─G’において他の買い手
に依存せざるをえなくなることを意味する。すでに
この限りでも，G─W─G’の総体が自発的な運動であ
るという主張には疑問符が付くのである。
２４）もっとも，この判定が正しいかどうかは微妙であ
る。一方において，借り手である商人資本家の個人
的手腕に依存するという点は，金貸資本的形式の自
発性だけではなく，自動性をも否定する材料となり
かねない。つまり，商人資本的形式→金貸資本的形
式という展開は，自発性では一歩後退，自動性でも
進展なし，という奇妙な結果となりかねない。むし
ろその場合，前後の順序を入れ替えて金貸資本的形
式→商人資本的形式という展開にした方が，自動性
では進展なし，その代わり自発性では一歩前進，と
いう結果となり，まだしも筋が通るであろう。
とはいえ，金貸資本的形式が「商人」に資金を融
通する資本形式と定義されている以上（宇野［１９６４］
３２頁），商人資本的形式を飛ばしていきなり金貸資本
的形式から始めることにも，明らかに無理がある。
具体的な商人資本や金貸資本からは必ずしも産業資
本が展開されるとはいえない──「労働力の商品化」
という特殊歴史的条件を要する──のにたいして，
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「商人資本としての G─W─G’の形式からは具体的に
も必ず金貸資本としての G‥‥G’を展開する」とい
うのが，宇野の資本形式論の譲れない一線なのであ
る（宇野［１９５０・５２］７８頁）。
ただもう一方において，貨幣から運動が始まると
いう点は，金貸資本的形式の非自発性＝寄生的性格
を否定する材料ともなりうる。一つ前の注２３でも確
認したように，貨幣はいつでも何でも買える，その
貨幣から始まる運動であるがゆえに他の買い手に依
存する必要がない，それゆえ商人資本的形式はいつ
でも自分から能動的に運動を起動させうる自発的な
資本形式である，というのが宇野の説明である。こ
の論法で行くと，貨幣はいつでも誰にでも貸せる，
その貨幣から始まる運動であるがゆえに他の借り手
に依存する必要がない，それゆえ金貸資本的形式は
いつでも自分から能動的に運動を起動させうる自発
的な資本形式である，という説明も成り立たないわ
けではない。貨幣所有者は，販売の困難も借入の困
難もともに免れており，売り手と借り手の双方にた
いしてイニシアティブを握る，という説明である。
なるほど，「自由に処分し得る貨幣」という場合の「処
分」は，何も商品購買だけに限定されるわけではな
い。
むろん，売買関係におけるような非対称的な力関
係が，貸借関係においても存在するのかどうか，商
品市場が「買い手市場」を常態とするように，貨幣
市場も「貸し手市場」を常態とするといい切ってよ
いかどうかは，俄には判断が付かない。しかし仮に，
上記のような借り手にたいするイニシアティブが否
定されることになれば，金貸資本的形式は，借り手
を発見して融資交渉に持ち込む金貸資本家の個人的
手腕に多分に依存せざるをえないことになる。つま
り，金貸資本的形式の自動性にかんする説明の方も
怪しくなってくるわけである。
因みに宇野自身も，商人資本的形式→金貸資本的
形式という展開がいかなる論理的根拠に基づくかと
いう問題にかんしては，「確定的には答えられない」，
「なお研究を要するものとしておきたい」と回答する
に止まっている（宇野編［１９６７］２２５頁）。
２５）大内は，商人資本的形式から金貸資本的形式への
宇野の移行規定が，前者の下での利潤率が不均等で
あるか

ら

，これを均等化させるた

め

に

後者の発生が
必然化されるという論理展開になっており，「形

成

の
論理のかわりに一種の目的論が用いられ，原因と結
果が逆になっている」と指摘している（大内［１９８１・
８２］上，２０５頁，傍点は原著者）。ほぼ同じ論旨にな
るであろうが，橋本［１９７４］も，ここでの宇野の論
理展開のなかに「対比の論理」と「移行の論理」と
の錯綜を読み取っている（１１―１３頁）。中村［１９７５］
１５―１６頁も参照せよ。
２６）実際，マルクス＝宇野の資本規定からすると，G
に始まるわけでも Gに終わるわけでもないW‥‥W
を「資本の変態」と呼ぶことは難しい。たんなる商
品の運動と呼ぶ以外になさそうであるが，といって
この運動はW─G─W’の短縮形ではないから，「商品
の変態」とも呼べそうにない。そもそも資本規定以
前に，売れること（価値実現＝使用価値実現）が「商
品の使命」であるというマルクス＝宇野の商品規定
に反する懼れすら出てくるのである。
２７）ただ，価値評価の次元における価値増殖は，なか
なか図式化が難しいであろう。商品価値が未実現の
まま増殖するということを示すためには，たとえば
W‥‥W’と図式化するのが妥当とは思われる。しか
しこのW’のダッシュには，Wとは価値量が違うとい
う意味と，Wとは使用価値が違うという意味とが重
なり合っている。しかも，馴染み深いW─G─W’と
いう商品流通の図式からすると，むしろ後者の意味
合いの方が強くなってしまう。そこで本稿では，W
‥‥Wという図式を用いる次第である。
２８）以上の理解からすると，山口［１９８５］が資本形式
論のなかに資本市場論の内容を織り込んで「貨幣融
通資本の形式」の規定を与えたことも（７０―７６頁），
むろん従来の資本形式論の水準からすれば格段の進
歩ではあるが，必ずしも十分な措置とはいえないで
あろう。
山口によれば，「貨幣融通資本の形式」は，貨幣融
通の方式の違いによって貸付方式と出資方式との二
つに分岐する。この場合，後者の出資方式の貨幣融
通をつうじて成立するのは，当然，出資者が複数存
在する結合資本になろう。しかし本来，結合資本で
あるか，それとも共同出資によらない個人資本であ
るかという区別自体は，特定の資本形式にのみ限定
的に該当するものとはいえない。現に，山口が「貨
幣融通資本の形式」よりも先に説いている「商品売
買資本の形式」や「商品生産資本の形式」が，結合
資本ではなく個人資本であると考えなければならな
い特段の理由はない。つまり上記の区別は，資本形
式の次元の区別ではなく，大本の資本規定の次元の
資本概念の再検討（１）
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区別として説かれなければならないように思われる
のである。
しかし，そう思って資本規定の次元に遡ってみる
と，山口の議論は，むしろ「価値増殖＝貨幣増加」
という理解に傾斜しているかのような印象を強く残
すものになっている。これは，山口の「貨幣融通資
本」が文字通り「貨幣」を融通する資本という意味
で説かれているように見えることとも無関係ではな
い。結合資本を立ち上げるためには，「貨幣」での出
資以外にも，現物出資や持分交換などを含めた幅広
い融通方式がありえようが，そのことは山口の議論
では（後の資本市場論においても）明示化されてい
ないのである。
２９）もっとも小幡の資本規定には，（１）と（２）以外に，（３）
の「運動体」という側面がある。これは，流通費用
節減型の布石となる重要な側面である。とはいえ，
この（３）を読んだだけでは，本文で述べた二通りの解
釈のどちらを採るべきかはまだ決めかねるのではな
いか。決め手となるのは流通費用節減型であって，
布石はあくまで布石にすぎないのである。
これは一つには，資本規定の三面を説く順序とも
関係がありそうである。たとえば，この三面が（２）→
（３）→（１）という順序で説かれていたとすれば，（１）と
（２）との違いはもう少し明確になっていたかもしれな
い。つまり，中間に（３）が挟まれていることで，最後
の（１）が（２）と（３）との両方を包括する最も外延の大き
な概念であることがもう少し明確になっていたかも
しれない。しかし，現行の（１）→（２）→（３）という順序
では，（２）と（３）との違いは分かっても，（１）と（２）と
の違いまでは分からない。（１）と（２）とは依然として
同じであり，それらにたいして（３）だけが違う，とい
うようにも読めるのである。
３０）拙稿［２０１１］１５６―１６０頁を参照せよ。
３１）この立場は，小幡の最初期の論稿から最新の著作
に至るまで一貫している。小幡［１９７９］１５３―１５４頁，１６１
頁，小幡［２０１３］２０６頁，２１７―２１８頁を参照せよ。
ただよく読み返してみると，以上の論稿や著作の
なかで小幡がくり返してきたのは，（１）金貸資本的形
式が借り手に譲渡するのは貨幣体 Gそのものではな
く，その使用権という特殊な商品Wgにすぎない，（２）
貸し手が取得する利子 gはあくまでこのWgの対価
であり，元本の貨幣体 Gと一体化されて G’と表記さ
れるべき筋のものではない，という主張であった。
この主張の限りでは，金貸資本的形式はなるほど貨
幣体 Gの姿態変換こそ伴わないものの，その使用権
の姿態変換Wg─gをつうじて価値増殖を行っている
と解することもできる。少なくとも，金貸資本的形
式は「姿態変換を通じて価値増殖しているわけでは
ないから」資本とはいえないという小幡［２００９］の
説明とは，微妙なズレが出てくるのである。
３２）周知のように宇野は，この資本形式をたとえば金
貸資本形式とは呼ばずに，「的」を付けて金貸資本的
形式と呼んでいる。その意図は，この資本形式があ
くまで抽象的な形態規定であり，歴史的実在として
の金貸資本とは区別されなければならないという点
を強調することにあった（宇野編［１９６７・６８］，３２０
頁）。金貸資本そのものではない，金貸資本「のよう
な」資本形式なのだ，というわけである。しかしそ
こでは，金貸資本「のような」資本形式が「自分の
貨幣を貸して利子をとるという方式」であること自
体は，おそらく当然視されていたといってよいであ
ろう。
３３）周知のように，マルクスは貨幣蓄蔵と資本との違
いを，「貨幣を絶えず繰り返し流通に投げこむ」かど
うかという点に求めている（K .，，S.１６８，〔１〕２６８―２６９
頁）。これは，一見すると本稿と同じ理解のようであ
るが，そうではない。
マルクスの場合，「貨幣を絶えず繰り返し流通に投
げこむ」ことは，G─W─G’という姿態変換の反復を
つうじて「価値の無休の増殖」を追求することを意
味している（K .，，S.１６８，〔１〕２６８頁）。しかし前後の
文脈からすると，この「価値の無休の増殖」が，事
実上「貨幣の無休の増加」という内容で押さえられ
ていることは明らかであろう。つまり資本とは，「貨
幣を絶えず繰り返し流通に投げこむ」という方法に
よって，無限の貨幣増加を追求する営みである，と
いうのがマルクスの理解なのである。
すると本文で引いたように，貨幣蓄蔵者が「気の
違った資本家」であるとか，資本家が「合理的な貨
幣蓄蔵者」であるといった，蛇足とも思われる議論
が出てくる理由も納得がいくことになる。資本家が
積極的に貨幣を運用して増やすのにたいして，貨幣
蓄蔵者はただ貨幣を貯め込んで減らさないだけであ
る，という常識的な区別からすると，そもそも貨幣
蓄蔵者を資本家のカテゴリーに分類したり，資本家
を貨幣蓄蔵者のカテゴリーに分類すること自体がナ
ンセンスであるように思われてくる。しかし貨幣蓄
蔵者も資本家も，活動の動機が「貨幣の無休の増加」
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にあるという点では違いがないと見れば，貨幣蓄蔵
者はいわば内面的には資本家であり，ただその動機
追及の方法が間違っているという点で「気の違った
資本家」である，という議論が成り立つ。そして同
じ理屈から，資本家はいわば動機と方法とが合致し
た「合理的な貨幣蓄蔵者」と規定されることになる
のである。
ただ何れにせよ，こうした貨幣増加論的な問題構
制のなかでは，Wの価値実現の受動性ばかりが前面
に出て，Wの価値表現＝価値評価の能動性は影に隠
れざるをえないであろう。
３４）株式資本の場合，その投下資本額は，株式市場を
つうじて広く一般に表現・公開されるのが常である。
個人資本の場合でも，信用関係を一切利用しないと
いう特殊な場合を除くと，その投下資本額は客観的
な数値として，いわば表現・公開が十分可能な数値
として確定される必要がある。
３５）もっとも，これには注記が必要であろう。本文で
も紹介したように，小幡によると流通費用節減型の
資本とは，たとえば他資本から１００万円の商品を９８万
円で買い取り，その販売に投じられる流通費用を４
万円から２万円以下に節減することで利潤を上げる
資本のことであるという。この設例の限りでは，粗
利益２万円（再販売価格１００万円－仕入価格９８万円）
という現金収入よりも，２万円以下の流通費用とい
う現金支出が先に来るように理解されなくはない。
しかし，粗利益２万円を取得するよりも先に２万円
以下の流通費用を支出するためには，商品買取資本
９８万円の他に２万円以下の現金をあらかじめ準備し
ておかなければならない。この現金準備部分は，後
から粗利益２万円によって補填されることになる。
結局，粗利益が流通費用の源泉になること自体に違
いはないのである。
しかし小幡は，資本の利潤率を計算する上で，月
末ないし年末にはある確定された価値量としての利
潤が実在しなければならないが，その「価値の姿態
は貨幣であったり商品であったりする」という説明
も行っている（小幡［２００９］８６頁）。すると，粗利益
が流通費用の源泉になるからといって，粗利益の「価
値の姿態」が貨幣でなければならないとは限らない，
と理解すればよいのであろうか。
確かにこの理解は，ある程度まで妥当性をもつよ
うに思われる。流通上の資材や労力を費用化して内
部に組み込んだものが「運動体」としての資本であ
る以上（小幡［２００９］８３頁），この「運動体」が発足
する上では，流通費用の支出額を確定することが必
要になる。そして流通費用の一部，いわゆる固定資
本的部分は，商業施設や販売店舗などの固定資産の
かたちで支出される場合がありうる。その場合の流
通費用の支出額は，固定資産の価値を貨幣評価した
ものになるであろう。非姿態変換型W‥‥Wが，ま
ずWの価値を貨幣評価することから運動を始めるこ
とと似た事情が生じるわけである。
とはいえ小幡によれば，流通費用は価値の姿態変
換を伴わない（むしろ価値の姿態変換をつうじて費
消される）資本の非循環部分をなすものであるから，
そもそもW‥‥Wという循環を描きえないはずであ
る。しかも，流通費用の中心をなすのは，前述の固
定資本的部分ではなく，広告宣伝費用，信用調査費
用，人件費（商業労働者の賃金部分）などの流動資
本的部分であろう。固定資本的制約を抱え込むこと
を嫌う資本の本性からすれば，商業施設や販売店舗
などについても，できるだけ他資本からの賃貸借を
つうじて流動資本化することが理に適う。これらは
何れも，現物のかたちではなく，現金のかたちで支
出されなければならず，それゆえ信用関係を利用す
ることも難しいのである。
３６）この「商品の使命」という命題のいわば系として，
一度「使命」を果たした商品はもはや商品ではなく
なる，つまり商品は売れた瞬間にもはや商品でなく
なるというもう一つの命題がある。たとえばマルク
スは，一度売れた商品は流通部面から脱落して消費
部面へ入るのが商品流通の原則であると述べた上で，
「商品が何度でも繰り返して売られる場合」ですら，
商品は最終的にこの原則に服するという主旨の注記
を加えている（K .，，S.１３０，〔１〕２０６頁）。
以上の命題は，宇野理論にも受け継がれている。
宇野［１９５０・５２］は，商品は「交換されるともはや
商品ではなくなり，単なる使用価値となる」という
見方を採用している（２９頁）。また日高［１９８３］も，
商品は「売れたときはじめて使用価値として役にた
つことができるのであるが，そのときはもはやそれ
は商品ではなくなっている」という見方を採用して
いる（１７頁）。拙稿［２００８a］（１）１３―１４頁，２９頁，拙稿
［２０１４・１５］（１）５０頁も参照せよ。
３７）もう一つの典型は，商業組織の形成された商品市
場であろう。もっとも商業組織では，必ずしも一物
一価の法則が強化されるわけではない。むしろ，商
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業資本間での転売がくり返される結果，それぞれの
商品種類につき流通段階ごとに異なる複数の中間販
売価格が並立することになる（商品取引所がある場
合はまた別であるが，その場合は，それぞれの商品
種類につき契約種類ごとに異なる複数の先物価格が
並立することになる）。
しかしまた，商業組織の形成された商品市場では，
通常の商品市場よりも全体としての在庫形成能力は
強化される。そこでは，個々の商業資本の次元では
売れているが，商業組織全体の次元ではまだ売れて
いないというギャップが常態化する。個々の商業資
本の増殖方式は姿態変換型 G─W─G’であっても，
商業組織全体としての増殖方式は在庫形成型W‥‥
Wになるのである。拙稿［２０１４・１５］（２）２５―２９頁も参
照せよ。
３８）さらに追加すると，同種商品の使用価値の同格性
（品位も含めた）を客観的に保証する格付け機関が存
在することも必要になる。
３９）この場合の「保管」は，Wの物的な品質劣化を防
ぐという意味だけに狭く限定される必要はない。貨
幣の保管に貨幣取扱費用が掛かるのと同様，金融商
品を始めとする非消耗財の保管にも一定の費用が掛
かるのである。
たとえば，出資先への経営参加をつうじて株価の
安定化を図る場合，この経営参加のためのコストも，
W（株式）の減価を防ぐという意味での保管費用と
いう性格を帯びるであろう。
４０）おそらくこのことは，流通費用が資本循環に必然
的に付随する費用であることと同義になろう。姿態
変換という概念は，GがWに姿を変える，WがW’
に姿を変えるというように，相前後する二つの姿の
間に違いがあることによって定義される。これにた
いして資本循環という概念は，Gに始まり Gに戻る，
Pに始まり Pに戻るというように，むしろ開始時点
と終了時点における二つの姿の間に違いがないこと
によって定義される。またそのために，たとえば貨
幣資本や生産資本の循環形式は，「価値増殖＝姿態変
換」の痕跡をなす G─WやW’─G’といった中間項を
全部省略されて，G‥‥G’や P‥‥Pと表記されるの
が普通である。そして非姿態変換型の資本形式W‥
‥Wは，商品資本の循環形式W’‥‥W’とほぼ同じ表
記となるのである。
４１）実際，通説的には「価値増殖＝姿態変換」を行わ
ないとされる金貸資本的形式でも，信用調査費用や
債権取立費用を始めとする「信用関係に伴う流通費
用」（日高［１９６６］１５５頁）の支出は必須となる。利
子から「信用関係に伴う流通費用」を控除した残り
の部分が，金貸資本的形式にとっての利潤になるの
である。
４２）流通費用節減型の資本は，商品を安く（価値以下
の価格で）買うことで価値増殖を行うわけではない。
しかしまた，商品を安く買う必要がないというわけ
でもない。まず他資本に商品を値引き販売させ，次
にその値引き幅よりも少額の流通費用を支出して商
品を（価値通りの価格で）再販売し，価値増殖を行
うのである。
すると，このタイプの資本にとって，姿態変換を
行うことは価値増殖の条件であり，流通費用を節減
することは価値増殖の方法であるといってもよいで
あろう。どれだけ商品を値切ったところで，それ以
上に流通費用が嵩んでしまったのでは元も子もなく
なる。売買価格差が他資本との競争をつうじて平準
化されやすいのにたいして，流通費用額はそうでは
ない。どれだけ支出すればよいか分からない流通費
用額を，どこまで思い切って減らせるか，これが価
値増殖の成否の鍵を握る，というわけである。
一方，在庫形成型の資本も，姿態変換部分と非姿
態変換部分との合成体であるから，姿態変換を行う
必要がないというわけではない。すでに述べたよう
に，姿態変換部分によって一定の現金収入が確保さ
れているからこそ，非姿態変換部分を形成すること
が可能になるのである。とはいえ，在庫形成型の価
値増殖の「主軸」となるのはW‥‥Wであり，G─
W─G’はその「副軸」に回る。どれだけ G─W─G’の
サイクルを短縮したところで，そのために薄利多売
を続けざるをえなくなるようでは元も子もなくなる。
このタイプの資本にとっても，姿態変換を行うこと
自体は，やはり価値増殖の方法ではなく条件にすぎ
ない。この点で唯一の例外となるのは，姿態変換を
行うことがそのまま価値増殖の条件でも方法でもあ
るようなタイプの資本，すなわち姿態変換型の資本
だけなのである。
小幡は，たとえば流通費用の節減を「増殖方式」
とする資本にたいして，「流通費用節減型」という名
称を与えている。したがって，この「型」という用
語は，「増殖方式」の同義語と解釈してよいであろう。
そして「増殖方式」という用語は，本稿の用語でい
えば価値増殖の条件ではなく，方法のことを意味し
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ていると解釈してよいであろう。
これにたいして，いま仮に，価値増殖の方法と条
件との何れの意味にも取れる「増殖原理」という用
語を独自に立てたとしよう。その場合，いかなる「増
殖方式」の資本も，姿態変換を行うことを「増殖原
理」とする点では違いがないといえる。しかしこの
ことは，いかなる「増殖方式」の資本も，姿態変換
型という「増殖方式」に還元可能であることを意味
するわけではない。姿態変換型では，もともと価値
増殖の条件と方法とが一致しているために，かえっ
て「増殖方式」と「増殖原理」との不一致が看過さ
れやすくなるのである。
４３）このいい方を借りると，非姿態変換型の資本は，
非姿態変換運動を行う「運動体」と呼べるであろう。
小幡の資本規定では「運動体」が第三面に来るが，
この場合の「運動」は，価値の姿態変換運動と同義
ではなくなるわけである。
４４）したがってまた，その持手変換のための流通費用
も，非姿態変換型の資本になり代わって姿態変換型
の資本が負担することになる。
４５）とはいえ，この委譲＝代位関係は，むろん一対一
の関係に閉じるわけではない。流通費用節減型の資
本は，複数の姿態変換型の資本と取引関係を結ぶの
が通例であろう。それでもやはり，直接の取引関係
にない他資本との間には，流通費用節減の委譲＝代
位関係は成立しないのである。
４６）もっとも非姿態変換型W‥‥Wの資本の場合，こ
の利潤はあくまで評価益ないし含み益に止まるはず
である。したがって，特定の姿態変換型の資本にた
いして利潤の一部を移転するといっても，現金での
移転は困難となる。あくまで帳簿上での利潤の移転
に止まるものと考えざるをえない。
このことは逆にいえば，それぞれの事業内容を異
にする非姿態変換型の資本と特定の姿態変換型の資
本とが，会計的には一つの事業体（グループ）とし
て連結決算されなければならないことを意味してい
る。非姿態変換型の資本がメインの親会社であると
すれば，姿態変換型の資本はサブの連結子会社とな
るのである。
とすればまた，それなりの規模を有した非姿態変
換型の資本が成立するためには，分社化や持株会社
制度など，かなり成熟した資本結合の関係が前提に
なると考えることもできそうである。非姿態変換型
の資本が独立の個人資本であった場合，非姿態変換
運動に伴う流通費用を捻出するためには，Wの一部
を少しずつ換金売りするか，資本本体の外部にある
有限の個人財産を少しずつ切り崩すより他なくなる。
結果として，W‥‥Wという循環図式はかなり先細
りの様相を呈することになろう。それは見方次第で
は，個人的節欲を強いられる貨幣蓄蔵者に近い状態
ともいえるのである。
４７）もっとも，この伝統的な見方にたいしては，行動
論的アプローチを提唱する山口重克を始めとして，
マルクス経済学の内部で一定の疑義も提出されてい
る（山口［１９８７］１２―１４頁）。すなわちこの見方では，
資本家は誰もが資本の「人格化」として同質である
と規定され，個々の資本家の主観性やそれに由来す
る資本家間の不均質性は否定されることになる。そ
のことは，延いては商品流通の無規律な変動性や分
散性を否定することにも繋がる。資本家の個別流通
主体的な行動の違いが，資本の運動の違いを生み出
す根因になることを明確にすべきであり，そのこと
を不明確にしかねない「資本の人格化」という概念
は棄却しなければならないというのが，その疑義の
概要であろう。
筆者自身は，この疑義にたいして全面的には同意
しかねるものの，「資本の人格化」という概念に難点
があることは確かであると考えている。この難点を
解消するためには，マルクスが区別なく多用してい
る「資本の人格化」と「資本の肉体化」という二つ
の概念を周到に区別する必要があるというのが，現
時点での筆者の見解である。拙稿［２００３］１４９―１５７頁
を参照せよ。
本稿では，この論点にこれ以上深入りすることは
止める。ただ，ここまでの議論の範囲に限定しても，
少なくとも次の点は確認できよう。仮に，個別資本
を社会的総資本の平均見本とみなすマルクスの「資
本一般」的な観点を斥けて，個別資本ごとに運動の
違いが生じることを前提するのであれば，資本を「人
格化」させた資本家の側にも，当然個別資本家ごと
の行動の違いがあるものと想定せざるをえない。こ
の想定自体は，行動論的アプローチの出発点にある
想定と合致する。つまり，資本機能と資本家機能と
が二つで一つのペアをなして作用すること自体は，
「資本の人格化」という概念の採否とは関わりなく同
意されうるのである。本稿では，この同意さえ得ら
れれば十分と考える。
４８）反対に，このような可変性なり弾力性なりを想定
資本概念の再検討（１）
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しなければ，資本の下で不断に技術革新（職場編成
の組み替えによる効率化を含めた）が生じる理由を
説明することはかなり困難になろう。資本間での技
術格差が生じる理由についても同様である。
４９）たとえば，マルクスの時代にはまだ「売買それ自
体」に分類されていた商品説明や市場調査，商品企
画などの作業は，今日ではむしろ「売買に伴う技術
的操作」に分類されるのが通例であろう。また，相
手方との価格交渉を進めて商談を成立させることは，
これまで常識的には「売買それ自体」の最重要項目
とみなされ，かつ資本家の専権事項とみなされてき
たといってよいが，こうした常識的な見方も，産業・
金融分野において工学的知識の応用の進む今日では
（B to Bでの自動受発注システムや株式自動売買ツー
ルの開発など）やや怪しくなりつつあるのではない
か。「売買に伴う技術的操作」の範囲は，そこで用い
られる「技術」の水準にかなりの程度まで依存する
のである。
以上のことに関連しようが，森下［１９６３］は，「売
買に伴う技術的操作」のなかでも，商品の受け渡し
や品質鑑定，秤量，広告宣伝，貨幣の授受や両替，
出納などは「売買を成就させるために直接に必要な
活動」であり，運輸や保管のような「売買のたんに
一般的な外的条件」とは別個に扱われるべきである
という見解を示している（１６４―１６７頁）。
確かに，広告宣伝費用が「純粋な流通費用（売買
費用）」に分類されるのが通例であるのにたいして，
運輸費用や保管費用はそうではない。しかも，広告
宣伝と呼ばれる活動の内容自体が，運輸や保管のよ
うには必ずしも明確ではない。最も効果的な広告宣
伝は，他ならぬ「売買それ自体」であるといえなく
もないであろう。森下が列記している「売買を成就
させるために直接に必要な活動」のなかでも，広告
宣伝は，その理論的な取り扱いが一段と難しいよう
に思われる。
５０）こうした操作・管理と近い意味をもつ用語に，た
とえば「経営」がある。しかし，自分自身で資本経
営の舵を取ることは，「売買それ自体」を操作・管理
するための唯一の手段とはいえないであろう。実際，
法人企業の経営支配権は，経営者以外のステークホ
ルダー（機関投資家や取引銀行など）に握られるこ
との方が多い。資本家の中心的な機能を規定するに
は，「経営」よりも広い意味をもつ「統治」という用
語の方がそぐわしいかもしれない。
資本統治（企業統治）の鍵を握るのは，おそらく
「評価」であろう。もともと「売買それ自体」が無定
型な活動である以上，「売買それ自体」のプロセスそ
のものを操作・管理することは容易ではない。その
ような領域では，プロセスは不問に付して結果だけ
を求めること，つまり外部からの「評価」を与える
ことが，しばしば最も強力なコントロールとして作
用するのである。
これと同じことが，貨幣資本家と機能資本家との
関係にも当てはまるのではないか。貨幣資本家は，
機能資本家の執り行う資本経営にいちいち口を出す
わけではない。一定期間にわたる資本経営の成果を
求めるだけである。しかしこうした，「金は出すが口
は出さない」という姿勢に秘められた無言の圧力こ
そが，機能資本家にたいする貨幣資本家のパワーの
実体をなすのである。拙稿［２００３］１５８―１６７頁を参照
せよ。
なお松田［２００３］も，「資本の意思決定」はあくま
で資本家に帰属するが，この意思決定に基づいた「経
営・管理業務の執行」には労働者の部分的参加があ
りうるという見方を提示している（９６頁）。
５１）さらに追加すれば，貨幣資本家の資金の出所（源
泉）が理論的に特定できないのにたいして，無機能
資本家のそれが特定できる（産業資本の長期遊休資
金である）という違いもある。
５２）エンゲルスが『資本論』第２巻の序文で引いてい
るように（K .，，S.１７，〔４〕３１―３２頁），アダム・スミ
スは『国富論』第１篇第８章「労働の賃銀について」
のなかで，私有地の所有者とその耕作者との関係を
例に取りつつ，「どの産業でも，たいていの労働者は，
労働が終わるまで原料や労賃や生計費を前貸しして
もらうために雇い主を必要とする」という命題を提
示している。この「前貸」は，大河内一男監訳版で
は「前払」と訳出されている（〔訳〕１１１頁）。
５３）石橋［２００８］は，この点での宇野のマルクス批判
そのものは正着であるとはいえ，宇野自身も信用論
のなかで「貸付資本家」を理論的に想定できないに
もかかわらず（しかも想定できないことを承知の上
で）貸付資本を想定しており，結果としては貨幣資
本家という無理な想定を置いたマルクスの利子生み
資本論の誤謬を完全には脱し切れていないと指摘し
ている（９―１２頁）。石橋自身の積極的見解と本稿の
それとの間にはかなり大きな隔たりがあるが，宇野
（および宇野学派）の信用論における貨幣資本家の処
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理方法になお課題が残されているという指摘にかん
しては，首肯しうる。
また伊藤［１９７３］は，マルクスが利子生み資本論
の出発点に貨幣資本家の想定を置いた理由について，
『経済学批判要綱』の段階まで遡って検討を加えて，
それがもともと商工階級や地主階級の外部に独立の
「貨幣階級monied class」を想定する古典派経済学の
伝統的手法に由来することを明らかにしている（１１４
―１３１頁）。降旗［２００５］３１―３４頁，馬渡［１９９７］２６８頁
も参照せよ。
しかし，この伝統的手法を批判する伊藤も，貨幣
資本家の銀行預金などが資本主義的利子関係の決定
に「副次的で消極的な要因」として働くことまでは
否定していない（１２６―１２７頁）。資本主義社会の内部
から貨幣資本家を除外して考えない限り，マルクス
信用論の古典派的残滓を拭い去ることができないか
どうかは，学説史的に見ても検討の余地があるとい
えよう。
（なお，参考文献については，第５０巻第３号で示す）
資本概念の再検討（１）
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